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★スキームの前提

平成21年、22年の上場株式等の配当・譲渡益について、
10％税率の適用限度額は撤廃し、申告不要とする措置
を講じる。

その上で、既存の特定口座を活用した非課税枠を導入
する。これにより、高齢者向けと一般の少額投資向けの
非課税制度案を統合する。



2

（1）基本的なスキーム

既存の特定口座に、非課税枠を設定する。

非課税枠は拠出額ではなく、特定口座における年間の運用益（損益通算後）を
ベース（注1）に設定する。

非課税枠の金額を、高齢者向けと一般の少額投資向けで分ける。（非課税枠の
例は下記のとおり）
・高齢者向け・・・年間運用益600万円（注2）まで
・一般の少額投資向け・・・年間運用益100万円まで

非課税枠付の特定口座は、証券会社・金融機関ごとに設けることができる。その
場合、確定申告による年間限度枠のやりくりも可能とする。

（注1）配当所得、譲渡所得等の所得区分別での非課税枠設定とする場合もシステム対応可能。
（注2）金融庁の要望案をベースとした場合の限度額。年間配当100万円、年間譲渡益500万円

の所得区分別での非課税枠設定も可能。
（注3）一般口座の場合も、確定申告を条件に非課税枠の適用を認めてもよい。



3

非課税枠のイメージ図

A証券
（非課税枠付特定口座）

運用益100万円・600万円 超過額 運用益 運用益

株式

投資信託

Ｂ証券
(課税口座）

Ｃ証券
(課税口座）

非課税 源泉徴収
（申告不要）

本則で課税（源泉徴収あり）
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（2）ＩＳＡ・高齢者非課税制度案との比較①

◇ＩＳＡは1口座のみを想定

⇒ 囲い込みにつながる可能性

◇設定可能複数口座

◇ISA案は新規のシステム投資が必要なこと、

401（ｋ）等他の拠出額管理型の貯蓄との

整理が必要なことから、導入に時間がかかる。

◇システム負担が少なく、既存の年金等と

もバッティングしないため早期に導入が

可能。高齢者非課税制度と少額投資非

課税制度を同時に導入できる。

導入までの
期間

◇高齢者非課税制度は、確定申告が必要◇限度枠を超過する場合でも、源泉徴収

で納税完了（申告不要）

納税事務

◇ＩＳＡは、既存の特定口座とは異なる新たな

システムの導入が必要（拠出額管理のため）

◇高齢者非課税制度とＩＳＡとは別のシステム

となる。

◇既存の特定口座を活用可能

◇高齢者非課税制度と少額投資非課税

制度を同じシステムで導入できる。

システム

投資

ＩＳＡ案・高齢者非課税制度案非課税枠案
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（2）ＩＳＡ・高齢者非課税制度案との比較②

日本版ISA

◇通常口座以外に専用口座 ◇通常口座のみ
　・専用口座不要

◇1投資家当たり１口座 　・生涯通じて同一口座

◇導入までに時間がかかる ◇複数口座設定可
　（１証券会社に１口座）

高齢者非課税制度 ◇確定申告・還付請求不要

◇通常口座のみ
◇短期間で導入可能

◇複数口座設定可
　（１証券会社に１口座）

◇確定申告・還付請求必要

非
課
税
枠
付
の
特
定
口
座

若
年
層

高
齢
者

若
年
層

高
齢
者

統合・
簡素化
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（3）複数口座、限度枠超過への対応

顧客は、非課税枠の範囲内で限度額を設定し、当該限度額を
記入して証券会社・金融機関に提出することで、既存の特定口
座に非課税枠を設定できる。

証券会社・金融機関は、非課税枠付特定口座の年間取引報告
書を税務当局に送付する。税務当局は年間取引報告書を名寄
せする。

証券会社・金融機関は、特定口座の年間の運用益が非課税枠
を超過した場合には、源泉徴収を行なう。

非課税枠の過不足の調整、他の口座との損益通算、翌年以降の
損失の繰越控除をする場合は、確定申告をする。

非課税枠の名寄せのツールとして、例えば、税務当局から予め取
得した非課税番号等を用いる。
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複数口座がある場合の管理例

A証券

（非課税枠付特定口座）

非課税枠80万円※1 限度枠の申請 限度枠の申請

非課税番号の取得※2

　　　左の図の場合は、源泉税2万円が
　　　還付される。

の提出 の提出

源泉徴収による納付
2万円

Ｂ証券
(非課税枠付
特定口座）

顧　　客

運用益60万円 余裕枠20万円

株式

非課税枠20万円※1

投資信託

非課税番号
の通知※2

※1　高齢者の場合は、例えば合計で年間
　　　600万円まで

※2　名寄せのためのツールとして例示。
　　　非課税枠を設定しない特定口座は
　　　番号の通知は不要

　年間取引報告書

運用益20万円

株式

投資信託

非課税番号
の通知※2

※3　非課税枠の調整の他、他の口座との
　　　損益通算、損失の繰越控除を行なう
　　　場合は確定申告による。

年間取引報告書

超過部分20万円

非課税

税務当局
（年間取引報告
書の名寄せ）

非課税

非課税枠80万円

確定申告に
より過不足
を調整※3


